
令和５年度 生活衛生・食品安全関係予算案の概要 
令 和 ４ 年 １ ２ 月 

厚生労働省医薬・生活衛生局（生活衛生・食品安全部門）  

 

 
１．食の安全・安心の確保など    

２８３億円（２５３億円） 
※ 他 局 計 上 分 を 含 む  

※ デ ジ タ ル 庁 計 上 分 を 含 む  

 
（１）残留農薬・食品用容器包装等の規格基準策定等の推進【一部新規】 

１６億円（１６億円） 
 

残留農薬・食品用器具・容器包装等の規格基準の策定等を計画的に進める。特に、

残留農薬の基準設定に係る分析法の開発の推進や一日摂取量調査等を行う。また、従

来にはない新開発食品（細胞培養食品等）等について、最新の科学的知見や海外の取

組状況等の収集及び安全性確保に係る検証を実施する。 

 

 

（２）HACCP の 制 度 化 な ど に よ る 的 確 な 監 視 ・ 指 導 対 策 の 推 進 等 

４.３億円（５.１億円） 
 

食品衛生法の改正により令和３年６月に完全施行された HACCP（※）に沿った衛

生管理が食品等事業者において円滑に実施されているか等、対応状況の実態把握、導

入効果の検証を行い、HACCP 実施のための手引書の見直しや、自治体による指導方

法の改善等につなげる。 

 

※ HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）：食品の製造・加工工程で発生

するおそれのある微生物汚染等の危害をあらかじめ分析し、特に重要な対策のポイントを重要

管理点として定めた上で、これを連続的に監視することにより製品の安全を確保する衛生管理

の手法 

 

（３）検疫所における輸入食品の監視体制の確保等【一部新規】 

２４９億円（２１７億円） 
 

① 輸入食品の適切な監視指導を徹底するための体制強化 

２４９億円の内数（２１７億円の内数） 
 

経済連携協定の進展等に伴い、今後も海外からの輸入食品の増加が見込まれること

を踏まえ、食の安全・安心を守るため、輸入食品監視指導計画に基づき、輸入食品の

適切な監視指導を徹底するための体制強化を図る。 
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② 検疫所における検査体制等の機能強化等 

２４９億円の内数（２１７億円の内数） 
 

国際的に脅威となる感染症の水際対策に必要な検疫機能の強化を図るため、人的・

物的体制を整備する。また、令和５年度に横浜検疫所を新合同庁舎に移転するなど、

検査体制の整備等を進める。 

 

（参考）【令和４年度第二次補正予算】 

  ・水際対策を着実に実施するための検疫体制の確保            ５９２億円 

    新型コロナウイルス感染症の国内への感染者の流入及び国内での感染拡大を防止する

とともに、国際交流による経済回復の両立を図る観点から、国際的な人の往来の活発化に

向け、待機施設の確保等、引き続き、水際対策の着実な実施を進める。 

 

 

（４）食品安全に関するリスクコミュニケーションの実施等  

１４億円（１４億円） 
 

① 食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の推進 

９百万円（９百万円） 
 

食品安全に対する消費者の意識の高まりなどに対応するため、食品安全基本法や食

品衛生法に基づき、消費者等への積極的な情報提供や双方向の意見交換を行う。 

 

② 食品の安全の確保に資する研究の推進 

９.４億円（９.４億円） 
 

国民の健康へ直接的に影響を及ぼす食品の安全に関して、改正食品衛生法の円滑な

施行、食品の輸出入の拡大、新たな食品生産・加工技術の進展等を背景として、科学

的根拠に基づいて適切に施策を推進するために必要な研究を行う。 

 

③ カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施      ４.２億円（４.２億円） 
 

カネミ油症患者に対する総合的な支援施策の一環として、ダイオキシン類を直接経

口摂取したことによる健康被害という特殊性を踏まえ、患者の健康実態調査を実施し、

健康調査支援金の支給等を行う。 

 

 

（５）農林水産物・食品の輸出拡大に向けた対応の強化（(1)(2)(4)の一部再掲） 

１.７億円（１.８億円） 
 

農林水産物及び食品の輸出の促進に関する法律に基づき、輸出施設の認定加速化、

証明書発行の迅速化等の取組を行う。 
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２．強靱・安全・持続可能な水道の構築 
 

３７２億円（３８７億円） 
※他府省計上分を含む 

※災害復旧費を除く 
 

国民生活を支えるライフラインである水道について、水道施設の耐震化及び水道事

業の広域化を図るとともに、安全で良質な給水を確保するための施設整備や、水道事

業の IoT 活用等を進める。 

 

（参考）【令和４年度第二次補正予算】 

・水道施設の耐災害性強化等                   ３７１億円 
※他省計上分を含む 
※災害復旧費を除く 

緊急時用連絡管等の整備や水道事業の広域化に伴う施設整備、IoT・新技術を

活用した業務の効率化や付加価値の高い水道サービスの実現に加え、「防災・減災、

国土強靱化のための５か年加速化対策」に基づき、地方公共団体が実施する浄水

場等の停電対策・土砂対策・浸水対策等の耐災害性強化対策及び上水道管路（基

幹管路）の耐震化対策を図るための施設整備等に必要な経費について、財政支援

を行う。 

 

 

 

３．生活衛生関係営業の活性化や振興など【一部新規】 
 

４２億円（４６億円） 
 

生活衛生関係営業の振興・発展を図るための組織基盤や相談支援体制の確保を行う

とともに、生活衛生関係営業について収益力の向上等を図り、新型コロナウイルス感

染症や原油価格・物価高騰等の影響により悪化した業績を回復するための支援等を行

う。 

 

（参考）【令和４年度第二次補正予算】 

・生活衛生関係営業者の経営改善に向けた支援等            １２億円 

    生活衛生関係営業者の経営改善に向けた支援、専門家による相談支援、デジタ

ル化推進のサポート、及び日本政策金融公庫による資金繰り支援を実施する。 
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４．復興関連施策（復興庁計上）  
 

・食品中の放射性物質対策の推進       ９７百万円（９７百万円） 
 

食品中の放射性物質の安全対策を推進するため、食品中の放射性物質の摂取量等の

調査や流通段階での買上調査を実施するなどの取組を行う。 

 

・水道施設の災害復旧に対する支援        ２.５億円（２.８億円） 
 

東日本大震災で被災した水道施設のうち、各自治体の復興計画に基づき、令和５年

度に実施する施設の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 

・被災した生活衛生関係営業者への支援     ２２百万円（７百万円） 
 

株式会社日本政策金融公庫が東日本大震災復興特別貸付等の融資を行うために必要

な財政支援を行う。 
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（単位：百万円）

令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度

事　　　　　　　　項 当初予算額 予 算 ( 案 ) 増 △ 減 額 比 率

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（A） （Ｂ）／（A）

< 1,645 > < 1,574 > < △ 71 > 95.7%

1,645 1,574 △ 71 95.7%

< 939 > < 885 > < △ 54 > 94.2%

939 885 △ 54 94.2%

< 595 > < 579 > < △ 16 > 97.3%

595 579 △ 16 97.3%

< 36 > < 36 > < 0 > 100.0%

36 36 0 100.0%

< 75 > < 75 > < 0 > 100.0%

75 75 0 100.0%

< 507 > < 434 > < △ 73 > 85.6%

299 287 △ 12 96.0%

< 115 > < 114 > < △ 1 > 99.1%

91 91 0 100.0%

< 392 > < 320 > < △ 72 > 81.6%

208 195 △ 13 93.8%

< 21,749 > < 24,916 > < 3,167 > 114.6%

21,012 24,238 3,226 115.4%

< 21,749 > < 24,916 > < 3,167 > 114.6%

21,012 24,238 3,226 115.4%

< 21,749 > < 24,916 > < 3,167 > 114.6%

21,012 24,238 3,226 115.4%

< 1,368 > < 1,363 > < △ 5 > 99.6%

406 402 △ 4 99.0%

< 9 > < 9 > < 0 > 100.0%

9 9 0 100.0%

< 937 > < 937 > < 0 > 100.0%

5 5 0 －

< 422 > < 417 > < △ 5 > 98.8%

393 388 △ 5 98.7%

< 177 > < 174 > < △ 3 > 98.3%

121 121 0 100.0%

< 25,268 > < 28,287 > < 3,018 > 111.9%

［ 9,301 ］ ［ 9,311 ］ ［ 10 ］ 100.1%

23,362 26,501 3,138 113.4%

＜東日本大震災復興特別会計＞ （単位：百万円）

　・食品中の放射性物質対策の推進 97 97 0 100.0%

注　・計数は、それぞれ四捨五入しているので、端数において合計と一致しない場合がある。

　　・上段＜　　＞は他局計上分及びデジタル庁計上分を含む。

合計（一般会計）

　　・（３）には検疫所の人件費を含んでおり、合計欄の［　　　］は検疫所の人件費分。

　①　食品に関する情報提供や意見交換（リスクコミュニケーション）の
　（１）推進

　②　食品の安全の確保に資する研究の推進

　③　カネミ油症患者に対する健康実態調査等の実施

（５）　農林水産物・食品の輸出拡大に向けた対応の強化（再掲）

（４）　食品安全に関するリスクコミュニケーションの実施等

　・食品汚染物質に係る安全確保対策の推進

　・健康食品の安全確保対策の推進

（２）　HACCPの制度化などによる的確な監視・指導対策の推進等

　・食中毒その他国内の監視指導対策の徹底

　・輸出促進も視野に入れた事業者の衛生管理対策の推進

（３）　検疫所における輸入食品の監視体制の確保等

　①　輸入食品の適切な監視指導を徹底するための体制強化

　②　検疫所における検査体制等の強化等

　・食品用器具・容器包装などの安全確保対策の推進

令和５年度　生活衛生・食品安全関係予算案　総括表
１．食の安全・安心の確保など

（１）　残留農薬・食品用容器包装等の規格基準策定等の推進

　・残留農薬・食品添加物等の規格基準策定の推進
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<  39,192> <  37,640>

27,169 24,991 △ 2,178 92.0%

<  39,096> <  37,546>

１．施設整備費等 27,085 24,908 △ 2,177 92.0%

<  16,848> <  16,949>

　（１）水道施設整備費補助 4,841 4,314 △ 527 89.1%

<  54> <  53>

　（２）指導監督事務費 50 50 0 100.0%

　（３）北方領土隣接地域振興等事業補助率差額 1 1 0 100.0%

　（４）水道施設災害復旧事業（東日本大震災を除く） 356 356 0 100.0%

　（５）水道施設整備事業調査費等 33 33 0 100.0%

　（６）生活基盤施設耐震化等交付金 21,804 20,154 △ 1,650 92.4%

<  96> <  94>

２．水道安全対策等 84 83 △ 1 98.8% １．水道水源水質対策等の推進 26

0

２．新水道ビジョンの推進 37

  水道インフラシステム輸出拡大推進事業 16

  官民連携等基盤強化支援事業費 11

  水道の基盤強化方策推進費 5

  水道施設強靱化推進事業 4

３．給水装置対策の推進 12

４．その他（国際分担金など） 19

注：上段<    >は他府省計上分を含む。

（単位：百万円）

277 254 △ 23 91.7% 　復興庁一括計上

・水道施設災害復旧事業 254

２．強靱・安全・持続可能な水道の構築

事　　　　　項
令和４年度

予算額
令和５年度
予算（案）

対前年度
増△減額

対前年度
比　　　率

備　　　　　　考

（単位：百万円）

　東日本大震災に係る水道施設の災害復旧に対す
る支援（東日本大震災復興特別会計）

対前年度
比　　　率

備　　　　　　考

強靱・安全・持続可能な水道の構築

事　　　　　項
令和４年度

予算額
令和５年度
予算（案）

対前年度
増△減額

東日本大震災に係る水道施設の災害復旧に対する支援
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（単位：百万円）

令 和 ４ 年 度 令 和 ５ 年 度 対 前 年 度 対 前 年 度

事　　　　　　　　項 当 初 予 算 額 予 算 （ 案 ） 増 △ 減 額 比 率 備　　　　　　　　考

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（A） （Ｂ）／（A）

生活衛生関係営業の活性化や振興など 4,586 4,246 △ 341 92.6%

１　生活衛生金融対策費 3,369 3,023 △ 346 89.7% 株式会社日本政策金融公庫補給金

２　生活衛生関係営業行政経費 1,217 1,222 5 100.4%

　（１）　生活衛生等関係費 41 47 6 113.4%

　　ア　生活衛生関係営業振興等対策費 9 19 10 211.6% （新規）生活衛生関係推進事業委託費
10百万円

　　イ　建築物環境衛生管理対策費 32 28 △ 4 86.2%

　（２）　生活衛生営業対策費 1,176 1,176 △ 0 100.0%

　　ア　生活衛生関係営業対策事業費
　　　　 補助金

1,158 1,159 1 100.1% 生活衛生関係営業収益力向上事業
104百万円

　　　（全国指導センター、都道府県、
　　　　連合会・組合）

　　イ　ビルクリーニング業における外国
　　　　人材確保事業費

12 12 0 100.0%

　　ウ　ビルクリーニング分野技能習得支援
　　　　事業費

6 5 △ 1 87.4%

３　医師等国家試験費 1 1 0 100.0%

　（１）　建築物環境衛生管理技術者
　　　 　国家試験費

1 1 0 100.0%

＜東日本大震災復興特別会計＞ （単位：百万円）

被災した生活衛生関係営業者への支援 7 22 15 303.3%

　（復興庁計上）

　　株式会社日本政策金融公庫出資金 7 22 15 303.3%

３．生活衛生関係営業の活性化や振興など
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